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環境学研究系 吉田好邦准教授	
環境システム学専攻

人類を取り巻く環境を自然・文化・社会の観点から解析して、将来の人類のための政策立案、
技術開発に必要な教育研究を行い、環境学の様 な々問題に的確に対処できる人材を育成します。

物流ネットワークの構造化・可視化による環境改善策の提案

物 輸 送による国 内の

CO2 排出量は、国内全

体の 1 割程度の大きな割合を占

めています。その削減策としては

鉄道などへのモーダルシフト、ト

ラックのハイブリッド化による燃費

効率の改善、天然ガスなどへの

燃料転換などが提言されていま

す。しかしながらそのような一種

の対症療法的な方策を提言する

前に、そもそも貨物の物流がどの

ように発生するかを考えることも

必要です。単純にいえば、消費

者がモノやサービスを購入すると、

消費地へのモノやサービスの輸

送が発生し、さらにモノやサービ

スを生み出す過程では工場間に

部品の輸送などが発生します。そ

して最後は農産物を育てたり、資

源を地球から採取したりする最も

上流の生産プロセスまで遡ること

になります。このように物流は生

産活動に対応して発生しますの

で、表に見える貨物輸送の物流

の背景にある生産活動を、地域

間に発生する物流に関連付けるこ

とにより、そもそもどのようなモノ

やサービスの消費が、物流にお

いてよりCO2 排出量を誘発しや

すいのかという観点の分析が可

能になります。

　このような研究は学融合の典

型例といえます。なぜなら経済学

では消費と産業活動を結びつけ

る産業連関分析が知られており、

一方で土木工学や都市工学をは

じめとする工学の分野では物流

を対象とした様 な々分析が古くか

らなされてきているからです。我々

はこれら2 つの手法を融合するこ

とで地域間の物流量を、産業部

門の生産の波及と関連付けて推

計する新しい計算手法（物流産

業連関分析）を開発しました。

図 1はその計算例ですが、東京

都において金属機械工業品の最

終需要が 1トン発生した場合（具

体例でいえば東京都のある消費

者が１台の乗用車を購入した場

合）に、その部品や素材の生産

の過程でどこでどのような物流が

発生するかを、モノを出荷した都

道府県別・品類別に図示したも

のです。物流は首都圏に偏ってい

ますが、東京近郊で加工された

最終製品としての金属機械工業

品が東京都に入荷される傾向を

示しています。また主に首都圏の

工業地帯において、鉱産品を金

属機械工業品に加工して出荷し

ていることも示唆されます。

　これとは逆に、北海道で農水

産品を1トン生産した場合にこれ

が最終消費者のもとに届くまでに

発生する物流を示したのが図 2

です。北海道で生産された農水

産品が、農水産品のまま、もしく

は食料工業品などに加工されて、

消費者の多い関東、関西へと届

けられる中で、製品そのもの以外

にも加工に必要な燃料の輸送な

どを含めて、地域間に様 な々物

流が発生しています。

　以上のような推計は、比較的

簡単な行列の線形演算の繰り返

し（収束計算）によって得られま

す。また使っている情報は、ほ

ぼすべて貨物輸送の流動量調

査統計である物流センサスとい

う統計資料に記載されているも

のです。物流センサスには輸送

機関別の輸送割合の統計も掲載

されていますので、CO2 排出量

の推計が可能で、モーダルシフ

トの効果を生産活動と関連付け

ながら評価することも可能です。

その他にも、例えば食料などの

輸入品を国産品で代替すること

によって国内での物流量が増加

することの CO2 排出量の変化を

推計するなどの様 な々応用例が

期待できます。

http://park.itc.u-tokyo.ac.jp/globalenv/yoshida/
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巨大地震発生域の湧水を探る

底、それも深海底に湧

水があるのをご存知で

しょうか。最も活発なものはプレー

トの誕生している中央海嶺にあり

ます。そこでは熱せられた海水が

噴出し、二枚貝や高さ2m 以上

にもなるチューブワームと呼ばれ

る特異な生物の群集が 1970 年

代後半に見つかりました。これら

の生物は熱水中の硫化水素を栄

養源とする化学合成細菌を体内

に共生させて生息しているので

す。少し遅れてプレート沈み込み

帯でも似た生物群集が発見され

ました。熱水噴出域と同じく化学

合成細菌を共生させるシロウリガ

イと呼ばれる二枚貝や小型の

チューブワームの群集です。圧縮

場のプレート沈み込み帯では、土

砂から絞り出された周囲とほぼ同

じ温度の流体がメタンなどととも

に断層面に沿って湧き出している

のです。深海は一般に生物の生

息密度が低いので生物群集は湧

水点の発見に役立ちます。例え

ば東海沖から日向沖のプレート沈

み込み帯である南海トラフでは、

潜水調査により断層沿いで湧水

が数多く見つかっています（図 1）。

　ところで、南海トラフでは 100

年から200 年間隔で巨大地震が

繰り返し起こっていますが、地震

と地震の間は歪みが溜まるため

静穏だと考えられてきました。し

かし、最近になって超低周波地

震と呼ばれる、通常の地震動と

比べて高周波成分を含まない特

異な地震が時々発生しているの

が発見され、断層に沿った小規

模な変形が原因であると解釈さ

れました。このような超低周波

地震にともなって四国沖では掘

削孔の水圧に変動が観測されま

した。またコスタリカ沖では同様

の地震の際に湧水量の変化が

報告されています。湧水は深部

の圧力状態の変化を知ることの

できる地下へ開かれた窓と言え

ます。そこで私たちは 1944 年東

南海地震の震源域にあたる熊野

沖の断層で湧水の観測を行いま

した。約 1 年間の観測により 2

点の湧水量が同期しつつ徐 に々

低下する現象を捉えました。機

器設置の 1 年半前の 2004 年に

はマグニチュード 7 前後の紀伊

半島南東沖地震が発生し、その

直後に超低周波地震が頻発した

時期がありました。地震時に活

発化した湧水の減衰を捉えた可

能性があります。観測は 1 年間

のブランクの後に機器を入れ替

えながら現在も続けており（図

2）、地震活動と湧水の関係の解

明を目指しています。

　深海底の観測には潜水艇や

無人探査機が必要ですが、私

たちは大型の観測機器の設置や

長い試料の採取が行なえる自航

式深海底サンプル採取システム

（NSS）を開発しました。NSS の

パイロットビークル（図 3）は推

進器とテレビカメラを備え最大で

1.5トンまでの機器を設置できま

す。この装置を用いてこれまで困

難であった断層近傍での重作業

が可能となりました。地震時に

生じた海底の擾乱や大規模な地

すべりなどのイベントは地層に記

録されます。特に断層運動で形

成された崖の前面には、崖から

崩落してきたレキがたまっていま

す。崖の前面で採取した試料を

調べた研究では、数千年ごとに

レキが多く挟まる層のあることが

分りました。このような南海トラ

フにおける過去の地震の記録と

現在の湧水観測により、巨大地

震の準備過程の理解が進むもの

と考えます。
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図1：東京都における金属機械工業品1トンの最終需要
によって誘発される物流を、出荷元の都道府県別・品
類別に表したものです。

図2：北海道における農水産品1トンの生産が加工
などを経て消費者に届くまでに発生する物流を、
入荷する都道府県別・品類別に表したものです。

図 3：NSSのパイロットビークルと採泥
器（東京大学大気海洋研究所）
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人類を取り巻く環境を自然・文化・社会の観点から解析して、将来の人類のための政策立案、
技術開発に必要な教育研究を行い、環境学の様 な々問題に的確に対処できる人材を育成します。 http://ofgs.aori.u-tokyo.ac.jp/

図1：南海トラフの湧水の分布。階段状の地形は活断層の運動によって生じたものです。

図2：NSSを用いて断層近傍に設置し
た自己浮上式熱流量計（東京大学地震
研究所）




